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地 域 再 生 計 画 
 
１．地域再生計画の名称       

自然との共生をめざした環境づくり 
 
２．地域再生計画の作成主体の名称  

平 塚 市 
 
３．地域再生計画の区域 
   平塚市土屋・吉沢地区 
 
４．地域再生計画の目標 
   当市は、首都５０キロ圏にあたる神奈川県のほぼ中央南部に位置する商・工・農業のある複合都

市で、東京から東海道本線を西下し約６５分のところに位置する。東方は、相模川をへだて茅ヶ崎

市・寒川町に、北方は、厚木市・伊勢原市・秦野市の各市に、西方は、中井町・二宮町、金目川を

はさんで大磯町に隣接している。 
   市域は、相模平野の南部に位置し、約４，８００ｍの海岸線から西北に広がる扇形をなしており、

地形は、相模川と金目川の下流域に発達した平野とそれを取り囲む台地及び丘陵からなっている。

また背後には丹沢大山山麓を控え富士箱根連山を遠望する、四季温和な気候に恵まれた住みよい土

地である。 
   江戸時代には東海道の宿場町として栄え、明治２０年に東海道線が開通すると、明治時代後期か

ら昭和初期にかけては軍需産業をはじめとした多くの大工場の建設も行われ湘南の中心都市とし

て発展した。そのために第二次世界大戦では大きな被害を受けたが、戦後、焦土のなかから復興へ

と歩み始め、都市施設や市街地の整備が進み、商工業の成長とともに宅地化が進行していった。 
   昭和３０年代に大きな社会問題として取り上げられた公害問題に対応し、市民の健康を守る立場

から、昭和３９年８月に公害処理組織・公害係を発足させ、それまでの産業活動に伴って発生する

公害問題を克服し、住みよい環境を確保するための取り組みを開始した。また、社会経済の変化に

よって生じた環境問題が山積する中、資源ごみを買い上げる「平塚方式」の制度化を行うなど、環

境に関するさまざまな取り組みを展開してきた。 
   一方で、汚水処理施設の整備については昭和３９年度より公共下水道事業に着手し、下水道人口

普及率は平成１６年度末で９４％を超えている。 
こうした生活環境や都市基盤の整備に取り組む中で、自然環境に目を向けてみると、都市化が進

行し、市全体的には自然そのものが少なくなりつつある。その中でも、当市の西部に位置する土屋・

吉沢地区は、昭和３１年に平塚市へ編入された旧土沢村の区域で、社会的、歴史的、地理的、生活

的、住民の意識等からみて一体と考えられる集落圏であり、まとまりのある雑木林や谷戸の湿地、

湧き水、台地上の畑地などが一体となって里山の自然を形成し、豊かな生態系がはぐくまれている。 
しかし、市街化調整区域である当地区は、公共下水道事業が進行している市街化区域との汚水処

理施設の整備格差が発生しており、生活排水などの流入により自然や農作物への影響が懸念されて

いる。また、これまで里山を維持・管理してきた農業従事者の高齢化や後継者不足のため、農地や

山林の手入れをする者が減少し、従来の里山風景が失われつつある。 
当地区の特徴ともいえる自然環境を保全するために、水の循環の確保と共に丘陵の里山や樹林な

どの適正な保全と活用、農地の保全と環境に配慮することが求められる。 
このことから、土屋・吉沢地区については、農業集落排水事業及び合併処理浄化槽による整備地

域と位置づけ、平成１０年度からは合併処理浄化槽普及促進事業を、さらに農業集落排水事業では

平成１６年度から土屋地区で着手し、平成１８年度からは吉沢地区を着手する。これにより、土屋・

吉沢地区の汚水処理人口普及率の向上を目指している。 
また、市民の間で里山をよみがえらせようという機運が高まり、その再生・保全の活動が活発化

している。この活動に市民と地元大学生が参加し交流する事業を市民と協働で運営していくことに

より、自然環境に対する意識の向上、継続した自然環境の再生・保全がされることを目指す。 
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（目標１）汚水処理施設の整備の促進（汚水処理人口普及率を１１％から２８％に向上） 
（目標２）里山再生の活動の活発化（活動面積を 2,000㎡から 4,000㎡へ拡大） 

 
５．目標を達成するために行う事業 
５－１ 全体の概要 
    当市では農業農村の振興を図るため農地、農道、水路や農業施設の基盤整備を計画的に実施

し、農業生産の効率化、利便性、さらに維持管理の軽減に努めてきた。しかし、生活雑排水や

生産活動による環境への大きな影響が認識されるようになり、環境との調和や自然との共生、

循環型社会の形成等に配慮した農業農村の持続可能な発展を実現していく必要性が生じてい

る。このことから、当市では「平塚市環境基本計画」、「平塚市田園環境整備マスタープラン」

に基づき地域の特性を活かし、長期的視点から農業農村に関する各種事業を立案し、地域資源

の保全・改善・活用を図り、環境に配慮した農村環境整備として、良好な水や集落の水環境の

保全を目的に、生活雑排水を処理するため農業振興地域である土屋・吉沢地区で農業集落排水

事業と合併処理浄化槽の設置促進を実施する。 
    

１ 集合処理が適している農業振興地域については、農業集落排水施設の整備を進める。 
２ 家屋が散在し個別処理の有利な地域について合併処理浄化槽の普及を進める。 

 
５－２ 法第四章の特別の措置を適用して行う事業 

汚水処理施設整備交付金を活用する事業 
   対象となる事業は、以下のとおり事業開始に係る手続き等を了している。なお、整備箇所

等については、別添の整備箇所を示した図面による。 
・ 農業集落排水・・・・・平成１６年４月に土屋地区、平成１８年１月に吉沢地区において 

事業採択の通知を国より受けている。 
 
【事業主体】 

   ・いずれも平塚市 
【施設の種類】  
・農業集落排水施設 、浄化槽（個人設置型） 

【事業区域】 
・農業集落排水施設   平塚市土屋・吉沢地区 
・浄化槽（個人設置型） 平塚市土屋・吉沢地区 

【事業期間】 
・農業集落排水施設   平成１８年度～２２年度 
・浄化槽（個人設置型） 平成１８年度～２２年度 

【整備量】 
・農業集落排水施設 Φ１５０～２００  １５，３９０ｍ 

汚水処理施設       ２ 箇所 
・浄化槽       ６８基 
 
なお、各施設による新規の処理人口は下記の通り。 
農業集落排水施設  土屋・吉沢地区で６６０人 
浄化槽       土屋・吉沢地区で１８９人 
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【事業費】 
農業集落排水施設   

事業費   ２，４３１，９１４千円（うち、交付金１，２１５，９５７千円） 
浄化槽        

事業費      ２５，４２２千円（うち、交付金    ８，４７４千円） 
合計         

事業費   ２，４５７，３３６千円（うち、交付金１，２２４，４３１千円） 
 
 
 ５－３その他の事業 

・里山再生の活動 
 当地区では、ボランティア等による里山をよみがえらせる活動が行われており、荒廃した雑

木林の再生や農業体験を通じて、自然環境を守る意識が広がっている。 
市民と地元大学生などが参加した里山をよみがえらせる活動（里山再生プロジェクト）を地

域住民と協働で実施する。里山の手入れや農作業の体験などを通じて、環境を維持するための

知識・技術を習得するなど自然環境の理解を促す。 
 
・不動川整備促進事業 

不動川の整備を河川管理者である神奈川県へ働きかけ、汚水処理施設整備交付金を活用した

農業集落排水施設及び浄化槽（個人設置型）の整備を推進すると共に、当該地区を流れる河川

を整備することにより、衛生的な生活環境の確保と河川の水質保全を図る。また、浸水などの

被害を防止し、生活環境の安全を確保することができる。 
 

・水循環・水環境計画 
国・県・市が管理する河川及び農業施設や環境施策等、水に関連する諸々の計画により進行

している水循環・水環境づくりの取組みを体系的な方針とする「水循環・水環境の総合的な整

備計画」の策定を目指す。 
この計画に基づき、個々の計画の整合を図り、地域の特性を活かした整備を推進していくほ

か、生活で欠かすことができない水の大切さを強く認識し、将来にわたって望ましい水循環・

水環境を創造するために取り組んでいく。 
 

・畜産環境対策促進事業 
 当市では農村集落の環境汚染問題として家畜排泄物の処理を取り上げ、その有効利用を促進

していくことにより安定した畜産経営ができるよう、昭和５７年１１月から「家畜ふん尿処理

施設整備費補助」を市単独の補助制度として設けている。 
 
６．計画期間 

平成１８年度～２２年度 
 
７．目標の達成状況に係る評価に関する事項 

計画終了後に、４に示す数値目標に照らし状況を調査、評価し、公表する。また、必要に応じて

事業の内容の見直しを図るために、地元の農業集落排水事業推進協議会、市により施設の整備状況

等について評価・検討を行う。 
   なお、整備された汚水処理施設については、水質検査、維持管理等が適切に行われていることに

ついて、施設管理者と異なる第三者が行った水質検査等を同協議会において把握し、必要に応じて

市に対して適切な措置をとるよう提言する。 
 
８．地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 

特になし。 




